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2008年に発生 したグローバル金融危機以降,国 際的金融 ・資本規制の重
要性が広 く認識されてお り,過去に金融危機を経験 したラテン ・アメリカや
東アジアのみならず,欧米諸国でも国際資本移動によるリスクに対処する方
策を導入 ・検討している。特に,こ れまで世界で資本 自由化に最 も積極的な
立場 で あ っ たIMF(国際 通 貨 基 金)が,2012年12月3日に 資本 統 制
(Capital　Control)を制限的に承認する報告書 を発表 した。この報告書 によ
れば 「これまで資本 自由化が漸進的に推進 されて きたが,完 全なる資本 自
由化が常に全ての国に望 ましいとは限らない」と指摘 し,また 「資源配分の
効率性の上昇,国 内金融部門の競争力の上昇,金 融システムの先進化,先 進
技術 と経営技法の伝授など資本 自由化の便益が各国の制度 と金融発展水準に
よって異なる。」と表明した。すなわち,適切な金融規制 と監督 を十分に備
えていないと資本自由化が経済内変動性 と脆弱性を高め,危機をもたらす恐
れがあるとのことである。 したがって,こ の報告書は,「資本 自由化による







分析 を含む研究が必要である。そして,本論文はその一環 として,韓 国の資
本自由化 を取 り上げる。韓国を分析する理由は,次 の通 りである。資本取引
の自由化程度は,経 済発展 株式市場の活性化程度 金融市場の発展などの
全般的な経済の成熟度によって決定しなければならない。それにもかかわら
ず,韓 国は金融自由化に対 し十分な準備を行わない状態で,過剰な資本 自由






























第1章 は,戦 後 「漢江の奇跡」,「アジアのNIES」と言われる経済発展を
成し遂げた韓国の1960年代からの経済政策の展開と特徴 を分析する。そし
て,韓 国の独 自な経済成長を明らかにした上で,韓 国の金融改革 と資本 自由
化の発展過程 を分析 し,1997年発生 した東アジア通貨危機下における韓国
経済の実態を明らかにすることを目的とする。まず,韓 国の経済発展過程を
段階的に分けて分析するため,1962年か ら始 まった経済開発(経 済社会発
展計画)5ヵ年計画を1次 ～7次までの計画内容 とその当時に起 きた出来事
















第4章 は,グ ローバル化における韓国経済の現状 と,韓国が今後 どのよう





第1章 は,韓 国の経済発展過程 を段階的に分けて分析するため,1962年
から始まった経済開発(経 済社会発展計画)5ヵ年計画を1次～7次までの
計画内容 とその当時に起 きた出来事 を挙げなが ら分析 を行った。韓国は
1960年代から1980年代末 まで軍事政権の下,高 度成長 を成 し遂げていた
が,財 閥企業を中心 とした経済構造を作 り上げた。そして,財 閥企業は経済
構造調整が十分 に準備 されていない状況で無謀 な設備投資 を行った結
果,1980年代末には既に財務体質は不健全であった。また1990年代か ら







ラム(緊縮政策)で あ り,二つ 目の部門は構造 調整プログラム(自 由化政
策)で ある。韓国のIMF救済金融支援は,通貨危機を乗 り越えるための不可
避な措置であったが,そ の救済政策に対する疑問はいくつか残 されている。
韓国の対外信認度の下落を止め,早 い段階で通貨危機を克服 したことに対 し




第3章 は,現在韓国が資本 自由化により直面 している諸問題 とその原因を



















第4章 は,グ ローバル化における韓国経済の現状 と,韓国が今後 どのよう
な政策を行 うべ きであるのかについて分析を行った。韓国は,財 閥企業中心
の経済構造で,貿易依存度も高 く,経済規模に対 し資本市場の開放度 も非常
に高いのである。第2の 通貨危機が発生するかもしれないという不安感は韓
国社会で大 きく拡大 してい く中,今 後の対策 としては,マ クロ健全性3種









韓国経済は1997年の通貨危機が発生 していた時期 とは違い,多 くの点を




通貨危機発生時の1997年末には一時期1ド ル当た り1962ウォンに達 した。
今現在,韓 国ではウォン貨切 り上げが進行 している。もちろん現在のウォ
ンが人為的に高評価 されているのではなく,む しろ低評価 されている側面 も
あるが,ウ ォンの切 り上げが輸出企業に影響を与 えていることは確かであ
る。今後,政府がウォン貨切 り上げの潜在的効果である内需活性化を導 き出
さなければ,ウ ォン貨切 り上げは韓国経済に悪影響を与えると考えられる。




統計庁 が発 表 した 「2012年12月及 び年 間消費者 物価 動 向」に よれ
ば,2012年12月消費者物価上昇率が前年比同月対比0。8%を記録,1999年

















な経済基礎与件 と維持はもちろん,効 率的な外資調達運用,国 富資産の効率
的運用,資 本流出入による過剰な変動制の改善,金融機関の外資健全性の強
化など総合的観点から接近することが重要である。





い。しか し,全 国経済人連合会(韓 国)が 発 表 した報告書 に よれば,外 国人直
接 投 資(FDI:Foreign　D rect　Investment)は量 的 に停 滞 した こ と と共 に質 的
効 果 も落 ちている と報告 した。特 に報告書 は2006年か ら国内企業 の海外投
資(ODI:Oversea　Direct　lnvestment)が,FDIより大 きい投 資 を行 う逆調 現
象が発生 している と指摘 している。原因 としては,生 産費用 の増加 に より中
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経済発展段階から見て,過 度に急激に実施 されたことを指摘 している。韓国
は1960年代か ら1980年代末まで軍事政権の下,高度成長を成 し遂げ,財 閥
企業を中心にした経済構造を形成 した。1990年代に民主的政権に代 わり,
資本自由化 を積極的に進めてい くが,金融機関に対する監督体制が不十分な
まま,OECD加盟のために急速に自由化 を推進 した結果,韓 国は1997年か
ら通貨危機に陥った。そして,IMF救済金融支援の条件 として強制された一




分析 している。支援条件の内,構 造調整プログラム(自 由化政策)の 副作用
は,大 手金融機関(都市銀行)が ほぼ全面的に外国資本の支配下に組み込ま
れることにつながったのである。
第3章 では,現在韓国経済が資本 自由化により直面 している諸問題を取 り
上げている。外国からの短期資金の流出入により韓国の金融市場が不安定化
するリスクが高い。韓国の都市銀行のほぼ全てで外国資本の占有率が高く,
高配当性向や貸出構造の変質,家 計負債増加 という問題等が生 じている。
第4章 では,現在 と今後の韓国経済の課題 と問題点を明らかにしている。
韓国は,1997年の通貨危機の教訓を踏まえて,外 貨準備 を充実させてきた








に対する批判的検討 を,具体的な歴史的現実を詳細に検討 ・分析 したもので





銀行)支 配の現実 を指摘 して,そ の意味を分析 した意義は大いに評価で き
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